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静岡県の概要
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7,777㎢⾯積
35市町
（政令市２市21町12）市町数

本庁
5⽀部
2出張所

静岡家庭裁判所

3,582,194⼈総⼈⼝（令和4年10⽉1⽇現在）

1,101,978⼈65歳以上の⾼齢者数
（令和4年10⽉1⽇現在）

1,383⼈⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の利⽤者数

7,740⼈成年後⾒制度利⽤者数
（令和4年10⽉1⽇現在）

727⼈受任可能な専⾨職団体活動者数
（令和4年9⽉1⽇現在）

（家庭裁判所の管轄エリア）
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成年後⾒利⽤促進施策における
静岡県内市町の取組状況
国アンケート調査における回答より（Ｒ４.11）

静岡県成年後⾒制度
イメージキャラクター こう⽝くん



権利擁護⽀援の地域ネットワークの中核となる中核機関設置状況
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 裾野市、⻑泉町はR5設置を
予定

 川根本町、清⽔町は体制整
備アドバイザー事業を活⽤し、
検討中

30市町設置済
1市令和４年度まで

2市町令和５年度まで
2町未定・検討中

整備予定時期
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市町計画の策定状況 協議会等の合議体の設置状況

27市町策定済
2市町令和４年度まで
1市町令和５年度まで
1市町令和６年度以降
4市町未定・検討中

整
備
予
定
時
期

24市町設置済
1市町令和４年度まで
2市町令和５年度まで
0市町令和６年度以降
8市町未定・検討中

整
備
予
定
時
期



＜参考＞静岡県の主な取組（市町の体制整備⽀援）
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県内市町の中核機関等体制整備
地域連携ネットワークづくりの⽀援

都道府県の機能強化による
中核機関等体制整備の推進

主な取組実績(R3) 新規事業(R4)

第２期成年後⾒利⽤促進基本計画
による取組として実施

【参加団体】県、家庭裁判所、弁護⼠
会、司法書⼠会、社会福祉⼠会、市町
⾏政、社会福祉協議会

協議会開催
（5地区）

委員会委員派遣、研修会講師派遣、
中核機関設計・設置運営の検討 など

専⾨相談
（28件）

【補助対象事業】市⺠後⾒⼈養成研修
の実施、後⾒⼈等⽀援体制構築、⼈材
育成にかかる普及啓発

事業費の助成
（27市町）

【受講対象者】市町、市町社協職員、
福祉・介護関係職員、地域包括⽀援セ
ンター、特別⽀援学校教員 など

研修会の
実施

•体制整備アドバイザー
•総合⽀援アドバイザー

専⾨相談の
拡充

専⾨職の不⾜する地域で
の権利擁護の担い⼿の育
成

法⼈後⾒の
育成

意思決定⽀援研修の
実施

後⾒⼈等を
対象とした
研修



静岡県の成年後⾒制度利⽤促進に係る計画の策定状況
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基本⽬標
⼀⼈ひとりが主体的に地域づくりに参
画し、⼈と⼈、⼈と社会がつながる孤
⽴しない地域共⽣社会

令和3年3⽉ 第4期 静岡県地域福祉⽀援計画を策定（令和3年度から令和8年度までの6年間）

施策の⼤柱
Ⅰ 共⽣の意識づくり
Ⅱ 共⽣の地域づくり
Ⅲ 福祉の基盤づくり

※権利擁護の推進はⅢ福祉の基盤づくりに
位置づけ︓成年後⾒制度の利⽤促進及び
⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の促進

主
ऩ
取
組

① 市町に成年後⾒制度利⽤⽀援事業の活⽤を
促し、職員の資質向上のための実務研修を⾏う

② 市町の市⺠後⾒⼈の養成や養成後の⼈材の
育成・活⽤の取組を⽀援する

③ 専⾨職、家庭裁判所、市町、市町社会福祉協
議会から構成される協議会を開催し連携強化
を図る

④ 成年後⾒制度利⽤促進計画に基づく市町の取組を⽀援する
ため相談⽀援事業により専⾨職の派遣や必要な助⾔を⾏う

⑤ 権利擁護を地域福祉計画に位置づけることを含め、研修等を
通じて市町の計画策定を推進する

⑥ 制度の適切な利⽤に繋げるため、福祉関係者に対し、制度の
理解を促進する研修会等を開催する

成年後⾒制度の利⽤促進

【実施主体】市町【県の役割】市町の取組の⽀援第1期 成年後⾒制度利⽤促進基本計画
【実施主体】県【県の役割】県の市町⽀援機能強化第2期 成年後⾒制度利⽤促進基本計画
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成年後⾒関係事件の
処理状況
静岡家庭裁判所管内【下⽥⽀部との⽐較】(Ｒ５.３照会)



本⼈
11( 21%)

配偶者 1( 2%)

親 2 (4%)

⼦ 7 (13%)

兄弟姉妹 9
(17%)その他親族 5

(9%)

任意後⾒⼈等 2
(4%)

市区町村⻑ 16
(30%)

R4下⽥⽀部 53件

下⽥⽀部は
市町村⻑申
⽴の割合が
⾼い

1 申⽴⼈と本⼈との関係別件数
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下⽥⽀部（R4 53件）管内合計（R4 1,273件）

1,273 
1,285 

1,255 
1,170 

1,200 
1,148 

1,003

H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4

H28〜R4の
増加率
26.9％

53
53 

45 
37 

34 
32 

24 

H28
H29
H30
R1
R2
R3
R4

後⾒等の利⽤者数 H28〜R4の
増加率

220.8％

本⼈ 265
(21%)

配偶者 55 (4%)

親 71 (6%)

⼦ 253
(20%)

兄弟姉妹 158
(12%)

その他親族 131
(10%)

法定後⾒⼈等
42 (3%)

任意後⾒⼈等
23( 2%)

市区町村⻑ 275
(22%)

R4管内合計 1,273件

後⾒等の利⽤者数
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2 成年後⾒⼈等と本⼈との関係別件数
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社協・その他法⼈14％

専⾨職68％

親族18％

専⾨職63％

社協・その他法⼈28％

下⽥⽀部（R4 60件）管内合計（R4 1,347件）
配偶者 17 
（1%）

親 23 （2%）

⼦ 137 
10%

兄弟姉妹 35 
（2%）

その他親族 35 
（3%）

弁護⼠ 264 
（20%）

司法書⼠ 413 
（31%）

社会福祉⼠ 202 
（15%）

社会福祉協議会
71 （5%）

⾏政書⼠ 38 （3%）

市⺠後⾒⼈ 6 （0%）

その他法⼈ 105 （8%）
⼦ 3 （5%）

兄弟姉妹 1 
（2%）

その他親族 1 
（ 2%）

弁護⼠ 17 
（28%）

司法書⼠ 13 
（22%）

社会福祉⼠ 8 
（13%）

社会福祉協議会 9 
（15%）

その他法⼈ 8 
（13%）

親族9％



３ 成年後⾒制度の利⽤者数
令和４年

任意後⾒補助保佐成年後⾒利⽤者数本⼈の住所地

1094858下⽥市

3183951東伊⾖町賀茂郡

0242329河津町賀茂郡

04147290南伊⾖町賀茂郡

0101112松崎町賀茂郡

0021820⻄伊⾖町賀茂郡

4837211260下⽥⽀部合計

79 619 1,774 5,341 7,813 管内合計

４ 後⾒等開始の審判のうち、市町⻑が申⽴てた件数

令和４年
申⽴件数市町

4下⽥市
8東伊⾖町
0河津町
1南伊⾖町
2松崎町
3⻄伊⾖町
18下⽥⽀部計
275管内合計
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下⽥市 東伊⾖町 河津町 南伊⾖町 松崎町 ⻄伊⾖町

市町⻑申⽴件数（下⽥⽀部）

0
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100

東伊⾖町 河津町 南伊⾖町 松崎町 ⻄伊⾖町

成年後⾒制度の利⽤件数

利⽤者数 成年後⾒ 保佐 補助 任意後⾒

３成年後⾒制度の利⽤者数 ４市⻑申⽴て件数
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①開始原因別（認知症⼜は認知症以外）
令和４年

総数

開始原因

認知症以外認知症
本⼈の住所地

1 4 5 下⽥市
4 7 11 東伊⾖町
7 3 10 河津町
11 6 17 南伊⾖町
8 4 12 松崎町
-2 2 ⻄伊⾖町

31 26 57 下⽥⽀部合計
7514641,215管内合計

②本⼈の年齢別（65歳未満⼜は65歳以上）
令和４年

総数

本⼈の年齢

６５歳以上６５歳未満
本⼈の住所地

4 1 5 下⽥市
11 -11 東伊⾖町
6 4 10 河津町
11 6 17 南伊⾖町
7 5 12 松崎町
2 -2 ⻄伊⾖町
41 16 57 下⽥⽀部合計
955 260 1,215 管内合計

５ 令和４年中にあった後⾒等開始の審判についての住所地別の件数

12
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持続可能な権利擁護⽀援
モデル事業の展開



対象地域は賀茂地区1市5町

14



15

賀茂地区の社会
福祉協議会の声

⾼齢化がピークを迎えており、認知⼒が低下す
る⾼齢者も相対的に増加

⼦ども世代が地域外に出て⾏ってしまうため家
族相互補完機能が低下

専⾨職後⾒⼈の数が圧倒的に⾜りない

社協法⼈後⾒で受任出来る件数は限りがある

地域の共通認識として後⾒⼈不⾜は明確



静岡県の対応として
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令和４年度国モデル事業を実施し、
賀茂地域の社会福祉法⼈等を新た
な法⼈後⾒の担い⼿として育成する。

家庭裁判所と連携して⾏う成年後⾒⼈のリレー

弁護⼠等
専⾨職

社協等法⼈後⾒ 市⺠後⾒⼈

家庭裁判所及び専⾨職団体等も含めて、受
任者調整及びリレーの仕組みづくりに向けた協
議を⾏い、利⽤者の増加が⾒込まれる成年後
⾒制度の担い⼿の確保と利⽤促進を図る

⽀援員︓市⺠後⾒⼈等 法⼈後⾒の⽀援員→市⺠後⾒⼈

課題
解決等

困難課題
解決等

賀茂地区では弁護⼠等から社協法⼈後⾒へのリレーが既に⾏われている。

※所属していた法⼈が監督する。



多様な主体の参画による権利擁護⽀
援に係る連携・協⼒体制づくりをモデル
的に実施し、新たな⽀え合いの構築に
向け、取組の効果や取組の拡⼤に向け
解消すべき課題等の検証を⾏う。

法⼈後⾒の養成と活動⽀援事業は、
初年度の令和４年度に賀茂地域の社
会福祉法⼈等のネットワークを通じて、
権利擁護⽀援事業の受託可能な法⼈
の調査、募集を⾏い、応募のあった法⼈
への法⼈後⾒養成研修を実施する。

地域連携ネットワークにおいて、
⺠間企業等が権利擁護⽀援の⼀部に参画する取組

静岡県の対応として
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静岡県内の市⺠後⾒⼈養成及び社協法⼈後⾒の取組状況
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浜松市
令和元年度から⾏政が養成実施
●養成⼈数4⼈
■社協法⼈後⾒受任中３件（終了６件）

磐周湖⻄地区（袋井市、磐⽥市、湖⻄市、森町）
平成30年度から養成実施
●養成⼈数35⼈
■市⺠後⾒⼈受任中５件
■社協法⼈後⾒受任中18件（終了13件）

⼩笠地区（御前崎市、菊川市、掛川市）
・掛川のみ平成26年度から養成実施（NPOに委託し養成講座のみ実施）
・平成30年度から広域で養成
●養成⼈数42⼈
■市⺠後⾒⼈受任中２件
■社協法⼈後⾒受任中12件（終了５件）

志太地区（焼津市、藤枝市、島⽥市、川根本町）
平成28年度から養成実施
●養成⼈数46⼈
■市⺠後⾒⼈受任中５件
■市⺠後⾒⼈終了件数３件
■社協法⼈後⾒受任中12件（終了16件）

静岡市
平成30年度から養成実施
●養成⼈数29⼈
■市⺠後⾒⼈受任中５件
■社協法⼈後⾒受任中31件（終了39件）

富⼠宮市
平成30年度から養成実施
■市⺠後⾒⼈受任中７件
■市⺠後⾒⼈終了件数３件
■社協法⼈後⾒受任中23件（終了16件）

駿東地区（御殿場市、⼩⼭町）
令和元年度から養成講座実施
●養成⼈数78⼈
■市⺠後⾒⼈受任中５件
■社協法⼈後⾒受任中16件（終了11件）

⽥⽅伊⾖地区（伊⾖市、伊⾖の国市、 三島市、函南町）
平成30年度から養成実施
●養成⼈数111⼈
■市⺠後⾒⼈受任中４件
■市⺠後⾒⼈終了件数１件
■社協法⼈後⾒受任中30件（終了15件）

熱海市
平成27年度から養成実施
●養成⼈数30⼈
■市⺠後⾒⼈受任中１件
■社協法⼈後⾒受任中12件（終了9件）

駿東沼地区（沼津市、裾野市、清⽔町、⻑泉町）
・沼津のみ平成28年度から養成実施
・令和元年度から広域で養成
●養成⼈数67⼈
■市⺠後⾒⼈受任中11件
■市⺠後⾒⼈終了件数５件
■社協法⼈後⾒受任中31件（終了16件）

伊東市
養成講座令和3年度実施
●養成⼈数15⼈
■社協法⼈後⾒受任中３件（終了３件）

賀茂地区（下⽥市、東伊⾖町
河津町、南伊⾖町、松崎町、
⻄伊⾖町）
平成28年度から養成実施
●養成⼈数78⼈
■市⺠後⾒⼈受任１件
■社協法⼈後⾒受任中26件（終了14件）

牧之原市、吉⽥町
・令和２年度から広域で市⺠後⾒⼈養成講
座開始
●養成⼈数 13⼈
■社協法⼈後⾒受任中10件（終了1件）

※市⺠後⾒⼈養成講座の実施エリアで表⽰
（令和５年3⽉末時点）

市⺠後⾒⼈養成者数622⼈
市⺠後⾒⼈選任件数71件

平成25年度から養成実施
●養成⼈数46⼈
■市⺠後⾒⼈受任中15件
■市⺠後⾒⼈終了件数２件
■社協法⼈後⾒受任中11件（終了16件）

富⼠市

法⼈後⾒実施社協数33/35市町
社協法⼈後⾒受任中238件（終了180件）



賀茂地域の市⺠後⾒⼈養成及び法⼈後⾒の取組状況
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（令和５年3⽉末時点）

市⺠後⾒⼈養成者数78⼈
市⺠後⾒⼈選任件数 1件

法⼈後⾒実施社協数６/６市町
社協法⼈後⾒受任中26件（終了14件）

職員3名（兼務）
受任中4件、終了6件
市⺠後⾒員養成修了者33名

下⽥市社協
職員1名（兼務）
受任中3件、終了2件
市⺠後⾒員養成修了者12名

南伊⾖町社協
職員1名（兼務）
受任中2件、終了1件
市⺠後⾒員養成修了者4名

松崎町社協

職員1名（兼務）
受任中7件、終了0件
市⺠後⾒員養成修了者5名

⻄伊⾖町社協
職員1名（兼務）
受任中4件、終了1件
市⺠後⾒員養成修了者11名

河津町社協

職員1名（兼務）
受任中6件、終了4件
市⺠後⾒員養成修了者13名

東伊⾖町社協
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令和4年度の動き

専⾨職・社会福祉法⼈・社協参画の企画運営会議を
設置（初回6/15）

（社協以外の）法⼈後⾒実施法⼈ヒアリング

第2回企画運営会議8/26

⇒1法⼈が「公益的な取組み」として実施の意向表明

⇒担当者が孤⽴しない仕組みづくりの必要性

⇒寄附等の活⽤による資⾦調達の可能性に肯定的
な意⾒

第3回企画運営会議1/12



賀茂地域での（社協以外の）法⼈後⾒の取組みイメージ（案）
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〇社会福祉法⼈における地域における公益的な取組みとして実施する
⇒賀茂地域の福祉課題への社会福祉法⼈の取組みとして、社会福祉法第24条第2項の地域貢献活

動の⼀環として実施。
○令和5年6⽉に定款変更予定１法⼈（特養４施設他、職員数330名）
×障害者施設１法⼈1施設 （⼈員不⾜、本来サービス提供も維持継続困難）

〇職員研修は市⺠後⾒⼈養成講座と連携して実施する
⇒賀茂地域での市⺠後⾒⼈養成講座の必要な部分のみを受講できる体制とする
１市５町⾏政との協議⇒了承

〇法⼈後⾒の受任の適正性検討は1市５町で設置している、受任調整の会議にて検討する
⇒現状は１市5町社協と市⺠後⾒⼈の受任調整の会議の場であるが、（社協以外の）法⼈後⾒の受

任調整の機能も持たせていく。
１市５町⾏政との協議⇒了承

〇市⺠後⾒⼈養成講座修了者を法⼈後⾒⽀援員として活動してもらう
⇒1市5町での講座修了者は78名（R5/3⽉末）。市⺠後⾒⼈は選任は現在1名。活動出来るすそ野

を広げていく。
１市５町⾏政との協議⇒了承



モデル事業での法⼈後⾒の受任と後⾒活動のイメージ （素案）
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法⼈後⾒

市⺠後⾒⼈養成
受任調整・選任



下⽥市社会福祉協議会 法⼈後⾒等事業審査会の流れ
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後⾒⼈等選任

後⾒⼈等
候補者推薦

後⾒⼈等
候補者

推薦依頼

下⽥市社会福祉協議会法⼈後⾒等事業審査会
（事務局 下⽥市社会福祉協議会）

1. 弁護⼠︓1名
2. 司法書⼠︓1名
3. 社会福祉⼠︓1名
4. 社協担当者（居住地を管轄する社協）
5. オブザーバー、本⼈の⽀援者等（ケアマネ、施設

職員等）

構成員

賀茂地区1市5町対象
1. 後⾒⼈候補者の推薦
2. 市⺠後⾒⼈養成講座の受講者決定
3. 後⾒活動上の助⾔・指導

機能

後⾒⼈等候補者の推薦を⾏うケース
主に後⾒⼈等候補者として、市⺠後⾒⼈や法⼈後⾒が適当と考えられるケース現状
 ⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業利⽤者が成年後⾒制度に移⾏するケース
 社協法⼈後⾒から他の後⾒⼈等候補者（市⺠後⾒⼈、法⼈後⾒）に引継ぐこ

とが適当と考えられるケース
 専⾨職後⾒⼈から他の後⾒⼈等候補者（法⼈後⾒等）に引継ぐことが適当と考

えられるケース

例



賀茂地域での（社協以外の）法⼈後⾒機能強化の取組みイメージ
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〇専⾨職を交えた地域のネットワークで法⼈後⾒のサポートをしていく
⇒法⼈後⾒担当者が気軽に相談できるネットワークを作って⾏く。

類似の相談が参照できるようなシステムを検討⇒令和5年度事業で展開

〇県社協内に基⾦を設置
⇒『権利擁護』では伝わらない。『安⼼して暮らしていける仕組みづくり』等、⽬指している物

を明⽰すべき。
〇無報酬案件等への報酬助成、専⾨職が市⺠後⾒⼈を後⾒監督する場合の報酬助成に
充てるか
⇒今後の検討事項

『利⽤⽀援事業の拡充』などを促していく必要があるが、⾏政の財源が今後急減する地
域なので官⺠協働の取組みができるのではないか。

後⾒活動の経費も不⾜するケースもあるので、活動費も補填出来る仕組みも必要。
〇配分委員会の設置

配分等の検討は下⽥市社協内（中核機関）に設置されている、専⾨職を交えた受任
調整会議の機能を拡充して検討する。（ルールの素案は県社協にて作成）



持続可能な権利擁護⽀援モデル事業を通じての課題認識
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〇法⼈後⾒の新たな担い⼿をどのように⾒つけていくか
⇒現状は社協以外の社会福祉法⼈を開拓していく⽅向性

社会福祉法⼈で法⼈後⾒を実施する場合は、公益事業としての取組みとなると思うが、
『公益事業は社会福祉事業に⽀障のない限りで⾏う』とされている。

社会福祉事業の⼈員の確保も課題となる中、社会福祉法⼈側のメリットも打ち出していく
必要があるのではないか。
（参考︓静岡県内の福祉・介護の有効求⼈倍率は3.88倍、ハローワーク下⽥エリアは4.03倍）

〇法⼈後⾒の❝ノウハウのある❞実務担当者の確保
⇒法⼈後⾒の実務担当者は、市⺠後⾒⼈養成研修を活⽤して研修を実施していく予定。

法⼈後⾒を実施している社会福祉法⼈にヒアリングをすると、個⼈受任をしている社会福
祉⼠が中核的な役割を担っているケースが多い。

法⼈内に❝ノウハウのある❞⼈材がいない場合、伴⾛⽀援する仕組みづくりが求められるので
はないか。




